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(57)【要約】
【課題】割込みイベントの重要度がユーザに適切に伝わ
るように、割込みイベントの発生を報知する技術を提供
する。
【解決手段】情報処理装置は、報知対象となる割込みイ
ベントの発生を検出するイベント検出部と、イベント検
出部により検出された割込みイベントの報知に対する操
作を検出する操作検出部と、イベント検出部により検出
された各割込みイベントについて、報知状況及び報知に
対する操作状況をそれぞれ管理するイベント管理部と、
自情報処理装置の移動状況を検出する状況検出部と、状
況検出部により検出される移動状況が所定移動状況を示
す際に、イベント管理部で管理される操作状況が未操作
を示す複数の割込みイベントを報知候補として特定し、
特定された複数の報知候補の中の、報知状況が示す報知
回数の少ない割込みイベントを優先的に報知部に報知さ
せる報知制御部と、を有する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　報知対象となる割込みイベントの発生を検出するイベント検出部と、
　前記イベント検出部により検出された割込みイベントの報知に対する操作を検出する操
作検出部と、
　前記イベント検出部により検出された各割込みイベントについて、報知状況及び報知に
対する操作状況をそれぞれ管理するイベント管理部と、
　自情報処理装置の移動状況を検出する状況検出部と、
　前記状況検出部により検出される移動状況が所定移動状況を示す際に、前記イベント管
理部で管理される前記操作状況が未操作を示す複数の割込みイベントを報知候補として特
定し、該特定された複数の報知候補の中の、前記報知状況が示す報知回数の少ない割込み
イベントを優先的に報知部に報知させる報知制御部と、
　を備える情報処理装置。
【請求項２】
　前記報知制御部は、前記報知状況が未報知を示す割込みイベントの報知時と、前記報知
状況が既報知を示す割込みイベントの報知時とでは、報知方法を変える、
　請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項３】
　前記イベント管理部は、前記各割込みイベントについて、前記報知状況として、報知回
数をそれぞれ管理し、
　前記報知制御部は、前記複数の報知候補の全ての前記報知状況が既報知を示す場合、前
記報知状況が既報知を示しかつ前記報知回数が少ない割込みイベントを優先的に報知部に
報知させる、
　請求項１又は２に記載の情報処理装置。
【請求項４】
　前記イベント管理部は、前記各割込みイベントについて、前記報知状況として、報知回
数をそれぞれ管理し、
　前記報知制御部は、前記割込みイベントを、前記報知回数の増加に伴い減少する報知量
で報知部に報知させる、
　請求項１から３のいずれか１項に記載の情報処理装置。
【請求項５】
　前記イベント管理部は、前記報知部による報知からの経過時間を更に管理し、
　前記報知制御部は、前記経過時間が所定時間を超えているか否かに応じて、前記報知部
に割込みイベントの報知の要否を決定する、
　請求項１から４のいずれか１項に記載の情報処理装置。
【請求項６】
　前記イベント管理部は、前記各割込みイベントについて、前回の報知からの経過時間を
更にそれぞれ管理し、
　前記報知制御部は、前記経過時間が所定時間を超えていない割込みイベントを前記複数
の報知候補から除外する、
　請求項１から４のいずれか１項に記載の情報処理装置。
【請求項７】
　前記報知制御部は、前記割込みイベントの前記報知状況により示される報知回数の増加
に応じて長くなるように、前記所定時間を決定する、
　請求項６に記載の情報処理装置。
【請求項８】
　コンピュータにより実行される報知制御方法において、
　報知対象となる割込みイベントの発生を検出し、
　前記検出された各割込みイベントについて、報知状況及び報知に対する操作状況をそれ
ぞれ管理し、
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　自コンピュータの移動状況を検出し、
　前記検出された移動状況が所定状況を示す際に、前記操作状況が未操作を示す複数の割
込みイベントを報知候補として特定し、
　前記特定された複数の報知候補の中の、前記報知状況が示す報知回数の少ない割込みイ
ベントを優先的に報知する、
　ことを含む報知制御方法。
【請求項９】
　報知制御方法をコンピュータに実行させるプログラムにおいて、
　前記報知制御方法は、
　報知対象となる割込みイベントの発生を検出し、
　前記検出された各割込みイベントについて、報知状況及び報知に対する操作状況をそれ
ぞれ管理し、
　自コンピュータの移動状況を検出し、
　前記検出された移動状況が所定状況を示す際に、前記操作状況が未操作を示す複数の割
込みイベントを報知候補として特定し、
　前記特定された複数の報知候補の中の、前記報知状況が示す報知回数の少ない割込みイ
ベントを優先的に報知する、
　ことを含むプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、情報処理装置におけるユーザへの報知技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　パーソナルコンピュータ（ＰＣ）、タブレット型端末、携帯電話、スマートフォン等の
ような情報処理装置には、様々な機能が搭載されており、これら機能は、様々なイベント
を無作為的又は作為的に発生させる。例えば、タッチパネル、ハードウェアキー、キーボ
ード、マウス等の入力部をユーザが操作することにより、ユーザ入力に関するイベントが
発生する。また、通話機能を持つ情報処理装置では、着信イベントが発生する。その他、
メール受信イベント、ＳＮＳ（Social Networking Service）の更新イベント、アプリケ
ーションの更新イベント、時刻アラームイベント、定電圧アラームイベント等、様々なイ
ベントが発生し得る。
【０００３】
　このような各種イベントの中には、ユーザへの報知対象となるイベントが存在する。上
述の例では、ユーザ入力に関するイベントを除く全てのイベントがユーザへの報知対象と
なる。以降、ユーザへの報知対象となるイベントを割込みイベントと表記する。下記特許
文献では、このような割込みイベントをユーザに報知する手法が提案されている。
【０００４】
　下記特許文献１には、所定の割込み事象が発生した場合に、現在起動されているアプリ
ケーションソフトウェアの種別に対応する報知態様で、その割込み事象が発生した旨を報
知する手法が提案されている。下記特許文献２には、発生した割込みイベントの重要度と
、現在動作中の機能の重要度とを比較し、この比較結果に応じて、その割込みイベントを
報知するか否かを切り替える手法が提案されている。下記特許文献３には、自機の移動状
態及び静止状態を判定し、着信に対するユーザの確認操作が行われるまで、判定された状
態が変化する度に、繰り返し、着信の再報知を行う手法が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００３－３１９０２０号公報
【特許文献２】特開２００８－１７７８１０号公報
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【特許文献３】特開２００９－２０６８６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上述の提案手法は、報知すべき各割込みイベントをそれぞれ如何にユー
ザに報知して、ユーザに気付かせるかに着眼しているに過ぎない。一方で、ユーザにとっ
ては、割込みイベント毎に重要度（着目度）が異なる場合がある。例えば、割込みイベン
トが報知されたものの、その割込みイベントの内容が予想できるため、その割込みイベン
トを確認しない状態で放置し続ける場合がある。このような割込みイベントの重要度は、
そのユーザにとって低いと考えられる。ところが、このような状況で新たな割込みイベン
トが発生した場合に、ユーザは、その新たな割込みイベントについては直ぐに確認したい
と考える可能性がある。この新たな割込みイベントの重要度は、そのユーザにとって高い
と言える。上述の提案手法では、割込みイベントの重要度がユーザに適切に伝わらない。
【０００７】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであり、割込みイベントの重要度がユ
ーザに適切に伝わるように、割込みイベントの発生を報知する技術を提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の各側面では、上述した課題を解決するために、それぞれ以下の構成を採用する
。
【０００９】
　第１の側面は、情報処理装置に関する。第１の側面に係る情報処理装置は、報知対象と
なる割込みイベントの発生を検出するイベント検出部と、イベント検出部により検出され
た割込みイベントの報知に対する操作を検出する操作検出部と、イベント検出部により検
出された各割込みイベントについて、報知状況及び報知に対する操作状況をそれぞれ管理
するイベント管理部と、自情報処理装置の移動状況を検出する状況検出部と、状況検出部
により検出される移動状況が所定移動状況を示す際に、イベント管理部で管理される操作
状況が未操作を示す複数の割込みイベントを報知候補として特定し、特定された複数の報
知候補の中の、報知状況が示す報知回数の少ない割込みイベントを優先的に報知部に報知
させる報知制御部と、を有する。
【００１０】
　第２の側面は、コンピュータにより実行される報知制御方法に関する。第２の側面に係
る報知制御方法は、報知対象となる割込みイベントの発生を検出し、検出された各割込み
イベントについて、報知状況及び報知に対する操作状況をそれぞれ管理し、自コンピュー
タの移動状況を検出し、検出された移動状況が所定状況を示す際に、操作状況が未操作を
示す複数の割込みイベントを報知候補として特定し、特定された複数の報知候補の中の、
報知状況が示す報知回数の少ない割込みイベントを優先的に報知する、ことを含む。
【００１１】
　なお、本発明の他の側面としては、上記第２の側面の報知制御方法を少なくとも１つの
コンピュータに実行させるプログラムであってもよいし、このようなプログラムを記録し
たコンピュータが読み取り可能な記録媒体であってもよい。この記録媒体は、非一時的な
有形の媒体を含む。
【発明の効果】
【００１２】
　上記各側面によれば、割込みイベントの重要度がユーザに適切に伝わるように、割込み
イベントの発生を報知する技術を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】第１実施形態における情報処理装置のハードウェア構成例を概念的に示す図であ
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る。
【図２】第１実施形態における情報処理装置の処理構成例を概念的に示す図である。
【図３】第１実施形態におけるイベント管理テーブルの例を示す図である。
【図４】割込みイベント検出タイミングでの、第１実施形態の情報処理装置の動作例を示
すフローチャートである。
【図５】所定移動状況検出タイミングでの、第１実施形態の情報処理装置の動作例を示す
フローチャートである。
【図６】第２実施形態におけるイベント管理テーブルの例を示す図である。
【図７】割込みイベント検出タイミングでの、第３実施形態の情報処理装置の動作例を示
すフローチャートである。
【図８】所定移動状況検出タイミングでの、第３実施形態の情報処理装置の動作例を示す
フローチャートである。
【図９】第４実施形態におけるイベント管理テーブルの例を示す図である。
【図１０】所定移動状況検出タイミングでの、第４実施形態の情報処理装置の動作例を示
すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施の形態について説明する。なお、以下に挙げる各実施形態は例示で
あり、本発明は以下の各実施形態の構成に限定されない。
【００１５】
　［第１実施形態］
　〔装置構成〕
　図１は、第１実施形態における情報処理装置１のハードウェア構成例を概念的に示す図
である。以降、情報処理装置１は、コンピュータ１とも表記される。第１実施形態におけ
るコンピュータ１は、ＰＣ（Personal Computer）、携帯電話、スマートフォン、タブレ
ット端末のようないわゆるコンピュータである。例えば、情報処理装置１は、ＣＰＵ（Ce
ntral Processing Unit）２、メモリ３、表示ユニット４、タッチセンサ５、通信ユニッ
ト６、振動発生ユニット７、マイクロフォンユニット８、スピーカユニット９、移動状況
センサ１０等を有する。
【００１６】
　ＣＰＵ２は、他の各ユニットとバス等の通信線により接続される。メモリ３は、ＲＡＭ
（Random Access Memory）、ＲＯＭ（Read Only Memory）、補助記憶装置（ハードディス
ク等）である。表示ユニット４は、ＬＣＤ（Liquid Crystal Display）やＣＲＴ（Cathod
e Ray Tube）ディスプレイ等のようなモニタを含み、表示処理を行う。
【００１７】
　タッチセンサ５は、外部からの接触を感知することによりユーザからの操作入力を受け
付ける。タッチセンサ５は、非接触状態であっても外部からの近接状態を検知することが
できるセンサであってもよい。また、表示ユニット４及びタッチセンサ５は、タッチパネ
ルユニットとして実現されてもよい。更に、コンピュータ１は、タッチセンサ５と共に、
又は、タッチセンサ５の代わりに、マウスやキーボード等の入力装置と接続される入出力
インタフェース（図示せず）を持つようにしてもよい。
【００１８】
　マイクロフォンユニット８は、集音装置である。スピーカユニット９は、音声出力装置
である。移動状況センサ１０は、コンピュータ１自体の移動状況を検出する。移動状況セ
ンサ１０は、コンピュータ１自身の移動状況を判定するための各種情報を検出する。例え
ば、移動状況センサ１０は、加速度センサ、振動センサ、方位センサ、地磁気センサ、Ｇ
ＰＳ（Global Positioning System）受信機等の各種センサの少なくとも１つにより実現
される。
【００１９】
　通信ユニット６は、無線通信又は有線通信を行い、通信網を介して他のコンピュータと
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通信を行う。通信網は、携帯電話回線網、Ｗｉ－Ｆｉ（Wireless Fidelity）回線網、イ
ンターネット通信網、専用回線網、ＬＡＮ（Local Area Network）等である。本実施形態
では、コンピュータ１と他のコンピュータとの間の通信形態は制限されない。
【００２０】
　振動発生ユニット７は、コンピュータ１を振動させる。
【００２１】
　本実施形態では、本発明の実施の形態として、図１に示される各種ハードウェア要素を
有し、自身が移動し得るコンピュータ１が例示されるが、本発明は、このような装置に制
限されない。本発明は、ユーザへの報知対象となるイベントの発生を検出する手段、及び
、ユーザへの報知手段を実現し得る装置であれば、いわゆるコンピュータでなくてもよく
、アラーム機能を持つ時計のような専用装置であってもよい。
【００２２】
　〔処理構成〕
　図２は、第１実施形態における情報処理装置１の処理構成例を概念的に示す図である。
第１実施形態におけるコンピュータ１は、イベント検出部１２、操作検出部１４、イベン
ト管理部１６、状況検出部１８、報知制御部２０、イベント管理テーブル２２等を有する
。これら各処理部は、例えば、ＣＰＵ２によりメモリ３に格納されるプログラムが実行さ
れることにより実現される。当該プログラムは、例えば、ＣＤ（Compact Disc）、メモリ
カード等のような可搬型記録媒体やネットワーク上の他のコンピュータからインストール
され、メモリ３に格納されてもよい。
【００２３】
　イベント検出部１２は、報知対象となる割込みイベントの発生を検出する。割込みイベ
ントとは、電話着信イベント、メール着信イベント、ＳＮＳ更新イベント、アプリケーシ
ョン更新イベント、時刻アラームイベント、定電圧アラームイベント等のような、コンピ
ュータ１で発生し得る全てのイベントの中のユーザへの報知対象となるイベントである。
本実施形態は、割込みイベントの種類を制限しない。また、割込みイベントは、待機中（
待ち受け中）、操作されている最中等、任意のタイミングで発生する。
【００２４】
　操作検出部１４は、イベント検出部１２により検出された割込みイベントの報知に対す
る操作を検出する。具体的には、操作検出部１４は、コンピュータ１に対するユーザ操作
の中で、報知された割込みイベントに対するユーザ操作を検出する。検出される操作には
、電話の応答、メールの開封、ＳＮＳ更新の確認、時刻アラームの停止操作、充電操作等
があり得る。但し、本実施形態は、その操作検出部１４により検出される当該報知に対す
る操作自体の内容を制限しない。各種報知のリストが時系列で表示される場合、操作検出
部１４は、そのリスト内の報知内容をユーザが選択する操作を検出するようにしてもよい
。
【００２５】
　イベント管理部１６は、イベント検出部１２により検出された各割込みイベントについ
て、報知状況及び報知に対する操作状況をそれぞれ管理する。具体的には、イベント管理
部１６は、イベント検出部１２によって検出された割込みイベントについて、報知回数を
示す報知状況、及び、当該報知に応じてユーザ操作が行われたか否かを示す操作状況に関
する情報を取得し、それら情報をイベント管理テーブル２２を用いて管理する。操作状況
に関する情報は、操作検出部１４の検出結果に応じて生成される。報知回数とは、報知制
御部２０により報知タイミングが報知部に対して設定された回数である。
【００２６】
　図３は、第１実施形態におけるイベント管理テーブル２２の例を示す図である。イベン
ト管理テーブル２２には、割込みイベント毎に、イベント識別データ（イベントＩＤ）、
報知状況としての報知回数、及び、操作状況が保持される。図３の例に示されるように、
割込みイベント毎に、イベント発生日時が保持されてもよい。但し、イベント管理テーブ
ル２２は、操作状況を示すフィールドを持たなくてもよい。この場合、イベント管理テー
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ブル２２が、操作状況が未操作を示す割込みイベントのレコードのみを保持することで、
イベント管理部１６は、レコードの有無により、割込みイベントの操作状況を管理するこ
とができる。
【００２７】
　状況検出部１８は、コンピュータ１自身の移動状況を検出する。コンピュータ１は、所
有者であるユーザの活動状況に応じて、動かされる。例えば、衣服のポケットやカバン等
に入れられてユーザに携帯されている場合、コンピュータ１は、そのユーザと共に移動及
び停止する。また、ユーザが仕事中や車両運転中の際、コンピュータ１は、机の上や車両
内に置かれ、停止状態となる。状況検出部１８は、移動状況センサ１０等により検出され
る情報に応じて、コンピュータ１自身の上述のような移動状況を判定する。
【００２８】
　状況検出部１８は、例えば、周知の技術を用いて、車両（自転車、乗用車、電車、飛行
機等）移動中、停止中、歩行中等の、コンピュータ１自身の移動状況を検出することがで
きる。更に、状況検出部１８は、ＧＰＳ受信機で受信された位置情報のみ、又は、その位
置情報と他のセンシング情報との組み合わせに基づいて、室内停止中、屋外停止中、デス
クワークによる停止中、映画視聴による停止中、飲食による停止中といった詳細の移動状
況を検出することもできる。本実施形態は、状況検出部１８による検出される移動状況の
内容及びその検出手法を制限しない。
【００２９】
　報知制御部２０は、イベント管理部１６により管理される割込みイベントに関する、報
知部の報知処理を制御する。ここで、報知部とは、割込みイベントの発生を報知する機能
部である。報知部は、図１の例によれば、表示ユニット４、振動発生ユニット７、スピー
カユニット９等の少なくとも１つの出力部によって実現される。報知部による報知の態様
は、音、振動に加え、コンピュータ１が備える発光素子の点灯や、表示部への表示等であ
る。本実施形態は、報知部の実現形態、及び、報知態様を制限しない。
【００３０】
　更に、報知制御部２０は、状況検出部１８により検出される移動状況が所定移動状況を
示すか否かを判定する。ここで、所定移動状況は、ユーザが報知に対する操作を行い易い
と考えられる移動状況、或いは、ユーザが報知に対する操作を行うのに適していると考え
られる移動状況に設定される。例えば、停止中及び電車移動中が所定移動状況に設定され
る。所定移動状況は、予めメモリ３に格納される。また、コンピュータ１は、所定移動状
況の設定画面を表示ユニット４に表示させ、その設定画面に対するユーザ操作により所定
移動情報を設定してもよい。
【００３１】
　第１実施形態では、報知制御部２０は、イベント検出部１２により割込みイベントが検
出されたタイミング、及び、所定移動状況が状況検出部１８により検出されたタイミング
で、報知部にその割込みイベントの発生を報知させる。報知制御部２０は、上記各タイミ
ングの直後に報知部に報知させてもよいし、上記各タイミングから所定時間（数秒程度）
経過後に、報知部に報知させてもよい。報知制御部２０は、上記２つのタイミングの中の
所定移動状況検出タイミングでは、イベント管理部１６で管理される操作状況が未操作を
示す割込みイベントを報知候補として特定し、特定された報知候補の中の、報知状況が示
す報知回数の少ない割込みイベントを優先的に報知部に報知させる。第１実施形態では、
上述のように、割込みイベント検出タイミングで、その割込みイベントに関する１回目の
報知が実施されるため、所定移動状況検出タイミングでは、特定された報知候補の全ての
報知状況が既報知を示す。よって、第１実施形態では、報知制御部２０は、報知状況が既
報知を示しかつ報知回数が少ない割込みイベントを優先的に報知部に報知させる。
【００３２】
　イベント管理部１６により用いられるイベント管理テーブル２２が図３の例のようなデ
ータを持つ場合、報知制御部２０は、次のように動作する。即ち、報知制御部２０は、所
定移動状況検出タイミングにおいて、操作状況が未操作を示す割込みイベント（ＩＤ＝０
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０１、００４及び００５）を報知候補として特定する。そして、報知制御部２０は、これ
ら３つの報知候補の中から、報知回数が少ない割込みイベント（ＩＤ＝００４）を優先的
に報知部に報知させる。但し、報知制御部２０は、報知候補として特定された複数の割込
みイベントの操作状況及び報知回数が同じである場合は、イベント発生日時が近い順に報
知部に報知させるようにしても良い。
【００３３】
　また、報知制御部２０は、割込みイベントを、報知回数の増加に伴い減少する報知量で
報知部に報知させるようにしてもよい。即ち、報知制御部２０は、報知部に報知させる割
込みイベントを特定した後に、イベント管理部１６で管理されるその割込みイベントの報
知回数を取得し、その報知回数に基づいて、報知回数の増加に伴い減少する報知量を決定
し、その報知量を報知部に設定するようにしてもよい。ここで、報知量とは、例えば、音
量、振動強度、光度、音や振動や光の反復出力回数や連続出力時間等である。
【００３４】
　〔動作例〕
　以下、第１実施形態における報知制御方法について図４及び図５を用いて説明する。図
４は、割込みイベント検出タイミングでの、第１実施形態のコンピュータ１の動作例を示
すフローチャートである。図５は、所定移動状況検出タイミングでの、第１実施形態のコ
ンピュータ１の動作例を示すフローチャートである。以下の説明では、コンピュータ１が
各工程の実行主体となるが、第１実施形態における報知制御方法では、コンピュータ１に
含まれる上述の各処理部や少なくとも１台の他のコンピュータが実行主体となってもよい
。
【００３５】
　コンピュータ１は、報知対象となる割込みイベントの発生を検出する（Ｓ４１）。（Ｓ
４１）は、上述のイベント検出部１２の処理内容に対応する。
【００３６】
　コンピュータ１は、検出された割込みイベントの発生をユーザに報知する（Ｓ４２）。
このとき、コンピュータ１は、検出された割込みイベントの種別に対応する報知部を選択
し、その報知部に割込みイベントの発生を報知させるようにしてもよい。（Ｓ４２）は、
上述の割込みイベント検出タイミングでの報知制御部２０の処理内容に対応する。
【００３７】
　コンピュータ１は、割込みイベントの報知に対する操作を検出する（Ｓ４３）。（Ｓ４
３）は、上述の操作検出部１４の処理内容に対応する。
【００３８】
　コンピュータ１は、報知された割込みイベントについて、報知状況及び報知に対する操
作状況を管理する（Ｓ４４）。具体的には、コンピュータ１は、（Ｓ４２）での報知によ
って、１回の報知回数を示す報知状況を取得し、その報知に対する（Ｓ４３）での検出結
果を操作状況として取得し、取得された報知情報及び操作状況を、報知された割込みイベ
ントのイベントＩＤと共にイベント管理テーブル２２に保持する。（Ｓ４４）は、上述の
イベント管理部１６の処理内容に対応する。
【００３９】
　第１実施形態では、コンピュータ１は、新たな割込みイベントの発生を検出する度に、
その新たな割込みイベントについて、（Ｓ４１）から（Ｓ４４）の処理を行う。
　更に、コンピュータ１は、上述の動作に加えて、図５に示される以下の動作を行う。
【００４０】
　コンピュータ１は、コンピュータ１自身の移動状況を逐次検出している（Ｓ５１）。移
動状況の検出タイミングは、所定周期であってもよいし、任意のタイミングでよい。（Ｓ
５１）は、上述の状況検出部１８の処理内容に対応する。
【００４１】
　コンピュータ１は、検出された移動状況が所定移動状況であるか否かを判定する（Ｓ５
２）。コンピュータ１は、検出された移動状況が所定移動状況でない場合（Ｓ５２；ＮＯ
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）、（Ｓ５１）以降を再度実行する。
【００４２】
　コンピュータ１は、検出された移動状況が所定移動状況を示す場合（Ｓ５２；ＹＥＳ）
、イベント管理テーブル２２を参照し、操作状況が未操作を示す割込みイベントを報知候
補として特定する（Ｓ５３）。コンピュータ１は、報知候補が存在しない場合（Ｓ５４；
ＮＯ）、（Ｓ５１）以降を再度実行する。
【００４３】
　コンピュータ１は、報知候補が存在する場合（Ｓ５４；ＹＥＳ）、特定された報知候補
の中の、報知回数が少ない割込みイベントを優先的に報知部に報知させる（Ｓ５５）。こ
れにより、報知部は、その割込みイベントの発生を報知する。このとき、コンピュータ１
は、その割込みイベントの報知回数をイベント管理テーブル２２から取得し、その報知回
数に対応する報知量を決定し、その報知量を報知部に設定することもできる。
【００４４】
　コンピュータ１は、割込みイベントの報知に対する操作を検出し（Ｓ５６）、報知され
た割込みイベントについて、報知状況及び報知に対する操作状況を管理する（Ｓ５７）。
（Ｓ５６）及び（Ｓ５７）は、図４に示される（Ｓ４３）及び（Ｓ４４）と同様である。
但し、コンピュータ１は、（Ｓ５７）において、その割込みイベントの報知状況が示す報
知回数を１インクリメントする。
【００４５】
　〔第１実施形態の作用及び効果〕
　上述のとおり、第１実施形態では、割込みイベント検出タイミングで１回目の報知が行
われ、その割込みイベントに関し報知回数１回が保持され、１回目の報知に対してユーザ
操作が行われない割込みイベントが、２回目以降の報知の対象となる。２回目以降の報知
は、コンピュータ１自身の移動状況が所定移動状況を示したタイミングで行われ、未操作
でありかつ報知回数が少ない割込みイベントが優先的に報知される。そして、報知に対す
る操作が検出されるまで、割込みイベントに関する報知回数が管理される。
【００４６】
　報知回数が多いにもかかわらず、報知に対する操作が行われない割込みイベントは、ユ
ーザにとって重要度が低い可能性が高い。２回目以降の報知タイミングは、ユーザにとっ
て操作を行い易い状況（所定移動状況）に設定されるため、ユーザが意図的にその報知を
無視していると考えられるからである。これにより、報知に対して操作が行われていない
割込みイベントの中でも、報知回数が少ない割込みイベント程、ユーザにとって重要度が
低くないと考えられる。言い換えれば、報知回数が少ない割込みイベント程、ユーザにと
って重要度が高い可能性がある。第１実施形態によれば、未操作でありかつ報知回数が少
ない割込みイベントが優先的に報知されるため、報知しながら、割込みイベントの重要度
をユーザに適切に伝えることができる。また、第１実施形態によれば、ユーザが意図的に
報知を無視しているような重要度の低い割込みイベントが頻繁に報知されるのを防ぐこと
ができ、ユーザに煩わしさ感を持たせることを防ぐことができる。更に、そのような重要
度の低い割込みイベントの無駄な報知による、コンピュータ１の電力消費を低減すること
ができる。
【００４７】
　更に、第１実施形態では、報知回数の増加に伴い減少する報知量で割込みイベントの発
生が報知される。よって、第１実施形態によれば、報知回数の少ない、即ち、重要度の高
い割込みイベントが、報知回数の多い、即ち、重要度の低い割込みイベントよりも大きい
報知量で報知されるため、重要度の高い割込みイベントの発生をユーザに直感的に認識さ
せることができる。例えば、無視し続けている割込みイベントの報知が徐々に少ない報知
量となってきている状態で、突然、大きい報知量の報知が行われた場合に、ユーザは、即
座に、新たな割込みイベントの発生を認識することができる。同様に、第１実施形態によ
れば、重要度の低い割込みイベントの報知量は徐々に小さくなるため、ユーザの煩わしさ
感を低減させることができる。
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【００４８】
　［第２実施形態］
　上述の第１実施形態では、割込みイベントの報知が、割込みイベント検出タイミングと
所定移動状況検出タイミングとで行われていたのに対して、第２実施形態では、所定移動
状況検出タイミングのみで割込みイベントが報知される。即ち、第２実施形態では、割込
みイベント検出タイミングでは報知が行われない点において、第１実施形態と相違する。
以下、第２実施形態におけるコンピュータ１について、第１実施形態と異なる内容を中心
に説明する。以下の説明では、第１実施形態と同様の内容については適宜省略される。
【００４９】
　第２実施形態におけるコンピュータ１の装置構成（図１参照）及び処理構成（図２参照
）は、第１実施形態と同様である。
【００５０】
　第２実施形態では、報知制御部２０は、上述したとおり、割込みイベント検出タイミン
グでは、割込みイベントの報知を行わない。一方で、所定移動状況検出タイミングでの報
知制御部２０の処理は、第１実施形態と同様である。但し、第２実施形態では、割込みイ
ベント検出タイミングで、その割込みイベントに関する報知が実施されないため、所定移
動状況検出タイミングにおいて、特定された報知候補の中に、報知状況が未報知を示す割
込みイベントが存在する。結果として、第２実施形態では、報知制御部２０は、特定され
た報知候補の中の、報知状況が未報知を示す割込みイベントを優先的に報知部に報知させ
ることになる。
【００５１】
　また、第２実施形態では、報知制御部２０は、報知状況が未報知を示す割込みイベント
の報知時と、報知状況が既報知を示す割込みイベントの報知時とでは、報知方法を変える
こともできる。未報知の割込みイベントの報知には、既報知の割込みイベントの報知より
も、ユーザに、より気付かせ易い報知方法が選択されることが望ましい。例えば、報知制
御部２０は、既報知及び未報知に応じて報知の種類を変えることができる。未報知の割込
みイベントは、音で報知され、既報知の割込みイベントは、振動で報知されるようにして
もよい。また、報知制御部２０は、既報知及び未報知に応じて報知量に変化を持たせるこ
ともできる。例えば、同じ音、同じ振動、同じ発光色であっても、音量、振動強度、光度
、反復出力回数や連続出力時間を、既報知及び未報知に応じて変えることができる。また
、音の種類、振動の種類、発光色を既報知及び未報知に応じて変えることもできる。或い
は、音、振動及び光の組み合わせ方を既報知及び未報知に応じて変えることもできる。こ
れらの報知方法は、予め設定されていても良いし、ユーザによって適宜選択、設定されて
も良い。
【００５２】
　イベント管理部１６は、報知回数を報知状況として管理してもよいし、報知回数ではな
く、既報知及び未報知のみを報知状況として管理するようにしてもよい。
【００５３】
　図６は、第２実施形態におけるイベント管理テーブル２２の例を示す図である。図６の
例に示されるように、イベント管理テーブル２２は、各割込みイベントの報知状況として
、既報知又は未報知を保持するようにしてもよい。図６の例によれば、報知制御部２０は
、所定移動状況検出タイミングにおいて、操作状況が未操作を示す割込みイベント（ＩＤ
＝００１、００３、００４及び００５）を報知候補として特定し、これら４つの報知候補
の中から、報知状況が示す報知回数の少ない割込みイベント、つまり、未報知である割込
みイベント（ＩＤ＝００３及び００５）を優先的に報知部に報知させる。このとき、報知
制御部２０は、イベント発生日時が新しい割込みイベント（ＩＤ＝００５）を優先的に報
知部に報知させるようにしてもよい。
【００５４】
　〔動作例〕
　以下、第２実施形態における報知制御方法について、図４及び図５を用いて説明する。
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以下の説明では、コンピュータ１が各工程の実行主体となるが、第２実施形態における報
知制御方法では、コンピュータ１に含まれる上述の各処理部や少なくとも１台の他のコン
ピュータが実行主体となってもよい。
【００５５】
　第２実施形態では、図４に示される割込みイベント検出タイミングにおいて、（Ｓ４２
）、（Ｓ４３）及び（Ｓ４４）が実行されない。
【００５６】
　第２実施形態では、コンピュータ１は、所定移動状況検出タイミングにおいて、図５と
同様の各工程を実行する。但し、第２実施形態は、所定移動状況検出タイミングにおいて
、未報知の割込みイベントが存在する点において、第１実施形態と異なる。よって、（Ｓ
５５）において、コンピュータ１は、報知回数が少ない割込みイベント、即ち、未報知（
報知回数＝０）の割込みイベントを優先的に報知する。このとき、コンピュータ１は、未
報知の割込みイベントの報知時と、既報知の割込みイベントの報知時とでは、報知方法を
変えるようにしてもよい。
【００５７】
　また、第２実施形態では、（Ｓ５７）において、コンピュータ１は、既報知及び未報知
を報知状況としての管理するようにしてもよい。
【００５８】
　〔第２実施形態の作用及び効果〕
　上述のとおり、第２実施形態では、割込みイベントの報知は、コンピュータ１自身の移
動状況が所定移動状況を示す場合にのみ行われる。そして、所定移動状況検出タイミング
において、既に報知されかつ未操作の割込みイベントと、未だ報知されていない割込みイ
ベントとが混在する状態で、それら割込みイベントの中から、未報知の割込みイベントが
優先的に報知される。未報知の割込みイベントは、ユーザにとって優先的に報知して欲し
い対象である可能性が高い。従って、第２実施形態においても、報知しながら、割込みイ
ベントの重要度をユーザに適切に伝えることができる。
【００５９】
　また、第２実施形態では、未報知の割込みイベントと既報知の割込みイベントとで報知
方法を変えることができる。これによれば、ユーザに、新たな割込みイベントの発生を直
感的に認識させることができる。
【００６０】
　［第３実施形態］
　第３実施形態は、報知部による報知からの経過時間を計測し、その経過時間に応じて報
知の要否を決定する点で、上述の各実施形態とは異なる。第３実施形態では、上述の第１
実施形態の構成にこの新たな処理を加えた形態が例示されるが、当該新たな処理は、第２
実施形態の構成に加えられてもよい。以下、第３実施形態におけるコンピュータ１につい
て、第１実施形態と異なる内容を中心に説明する。以下の説明では、第１実施形態と同様
の内容については適宜省略される。
【００６１】
　第３実施形態におけるコンピュータ１の装置構成（図１参照）及び処理構成（図２参照
）は、第１実施形態と同様である。
【００６２】
　第３実施形態では、イベント管理部１６は、報知部による報知からの経過時間を更に管
理する。例えば、イベント管理部１６は、直近の報知からの経過時間を計測する。イベン
ト管理部１６は、報知部により新たな報知が行われた場合、それまで行っていた時間計測
を止め、その新たな報知からの経過時間の計測を新たに開始する。また、イベント管理部
１６は、特定種別の割込みイベントの中の直近の報知からの経過時間を計測するようにし
てもよい。この場合、コンピュータ１は、その特定種別を予めメモリ３に保持してもよい
し、その特定種別の設定画面を表示ユニット４に表示させ、その設定画面に対するユーザ
操作によりその特定種別情報を取得し、保持するようにしてもよい。
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【００６３】
　報知制御部２０は、所定移動状況検出タイミングにおいて、イベント管理部１６により
管理される経過時間が所定時間を超えているか否かを判定し、この判定結果に応じて、報
知候補の中から抽出された割込みイベントの報知の要否を決定する。具体的には、報知制
御部２０は、当該経過時間が所定時間を超えていない場合、報知しないことを決定する。
割込みイベント検出タイミングでは、報知制御部２０は、当該経過時間に関する判定を行
わないようにしてもよいし、所定移動状況検出タイミングと同様に判定するようにしても
よい。
【００６４】
　上記所定時間は、ユーザに煩わしさ感を持たせない程度の報知間隔に設定されることが
望ましい。上記所定時間は、予めメモリ３に保持される。コンピュータ１は、当該所定時
間の設定画面を表示ユニット４に表示させ、その設定画面に対するユーザ操作により当該
所定時間を設定してもよい。また、報知制御部２０は、割込みイベント検出タイミングと
所定移動状況検出タイミングとで、上記所定時間の値を切り替えるようにしてもよい。こ
の場合、割込みイベント検出タイミングで利用される所定時間は、所定移動状況検出タイ
ミングで利用される所定時間よりも短い時間に設定されることが好ましい。これは、新た
に検出された割込みイベントは、ユーザにとって、既に報知されている割込みイベントよ
りも重要度が高いと考えられるからである。
【００６５】
　〔動作例〕
　以下、第３実施形態における報知制御方法について、図７及び図８を用いて説明する。
図７は、割込みイベント検出タイミングでの、第３実施形態のコンピュータ１の動作例を
示すフローチャートである。図８は、所定移動状況検出タイミングでの、第３実施形態の
コンピュータ１の動作例を示すフローチャートである。以下の説明では、コンピュータ１
が各工程の実行主体となるが、第３実施形態における報知制御方法では、コンピュータ１
に含まれる上述の各処理部や少なくとも１台の他のコンピュータが実行主体となってもよ
い。
【００６６】
　図７では、図４により示される第１実施形態の方法と同じ内容の工程については、図４
と同じ符号が付されている。即ち、第３実施形態では、割込みイベント検出タイミングに
おいて、第１実施形態で実行される各工程に加えて、（Ｓ７１）及び（Ｓ７２）が更に実
行される。（Ｓ７１）では、コンピュータ１は、計測されている経過時間が所定時間を超
えるか否かを判定する。経過時間が所定時間を超えない場合（Ｓ７１；ＮＯ）、コンピュ
ータ１は、このタイミングでは、（Ｓ４１）で検出された割込みイベントの報知を行わな
い。一方、経過時間が所定時間を超える場合（Ｓ７１；ＹＥＳ）、コンピュータ１は、（
Ｓ４２）以降を実行する。
【００６７】
　コンピュータ１は、（Ｓ４２）で割込みイベントの発生を報知すると、その報知からの
経過時間の計測を開始する（Ｓ７２）。
【００６８】
　図８では、図５により示される第１実施形態の方法と同じ内容の工程については、図５
と同じ符号が付されている。即ち、第３実施形態では、所定移動状況検出タイミングにお
いて、第１実施形態で実行される各工程に加えて、（Ｓ８１）及び（Ｓ８２）が更に実行
される。（Ｓ８１）では、コンピュータ１は、計測されている経過時間が所定時間を超え
るか否かを判定する。経過時間が所定時間を超えない場合（Ｓ８１；ＮＯ）、コンピュー
タ１は、（Ｓ５１）以降を再度実行する。一方、経過時間が所定時間を超える場合（Ｓ８
１；ＹＥＳ）、コンピュータ１は、（Ｓ５３）以降を実行する。
【００６９】
　コンピュータ１は、（Ｓ５５）で割込みイベントの発生を報知すると、その報知からの
経過時間の計測を開始する（Ｓ８２）。
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【００７０】
　図７及び図８に示される例では、経過時間に関する判定が、割込みイベント検出タイミ
ングと所定移動状況検出タイミングとの両方で実行されたが、所定移動状況検出タイミン
グのみで実行されてもよい。また、経過時間に関する判定で用いられる上記所定時間は、
割込みイベント検出タイミングと所定移動状況検出タイミングとで異なる値に設定されて
もよい。
【００７１】
　〔第３実施形態における作用及び効果〕
　コンピュータ１自身の移動状況が、例え、停止中のような所定移動状況を示す場合であ
っても、ユーザが報知を望まない特殊な状況があり得る。この特殊な状況としては、例え
ば、ウィンドウショッピングをしている状況や、混雑している雑踏を歩いている状況や、
行列に並んで待っている状況等のように、ユーザが、停止と移動とを短時間に繰り返すよ
うな状況があり得る。このような特殊な状況下において、コンピュータ１自身の移動状況
が所定移動状況を示す度に報知を行った場合、ユーザは、煩わしく感じる可能性が高い。
【００７２】
　そこで、第３実施形態では、上述のように、報知部による報知からの経過時間が計測さ
れ、少なくとも所定移動状況検出タイミングでの割込みイベントの報知は、前回の報知か
らの経過時間が所定時間を超えるまで実行されない。従って、第３実施形態によれば、ユ
ーザが、停止と移動とを短時間に繰り返すような特殊な状況下においても、最短でも所定
時間間隔を保って、報知が実行される。これにより、特殊な状況下においても、むやみに
報知が繰り返されるのを防ぐことができ、結果として、報知によりユーザが煩わしいと感
じることを防ぐことができる。更に、そのような無駄な報知の繰り返しによる、コンピュ
ータ１の電力消費を低減することができる。
【００７３】
　また、第３実施形態では、このような経過時間に関する判定が、割込みイベント検出タ
イミングと所定移動状況検出タイミングとの両方で行われてもよく、この場合、当該所定
時間が、割込みイベント検出タイミングと所定移動状況検出タイミングとで異なる値に設
定されてもよい。このようにすれば、ユーザに煩わしさ感を持たせるような報知を抑止す
ると共に、割込みイベントの重要度を報知によりユーザに認識させることができる。
【００７４】
　［第４実施形態］
　第４実施形態は、割込みイベント毎に、報知部による報知からの経過時間を計測し、割
込みイベント毎に、その計測された経過時間に応じて、報知の要否を決定する点で、上述
の第３実施形態とは異なる。以下、第４実施形態におけるコンピュータ１について、第３
実施形態と異なる内容を中心に説明する。以下の説明では、第３実施形態と同様の内容に
ついては適宜省略される。
【００７５】
　第４実施形態におけるコンピュータ１の装置構成（図１参照）及び処理構成（図２参照
）は、第３実施形態と同様である。
【００７６】
　第４実施形態では、イベント管理部１６は、各割込みイベントについて、前回の報知か
らの経過時間を更にそれぞれ管理する。例えば、イベント管理部１６は、割込みイベント
毎に前回の報知時間をイベント管理テーブル２２にそれぞれ保持し、イベント管理テーブ
ル２２に格納される前回の報知時間と判定時との時間差を経過時間として算出する。他の
方法として、イベント管理部１６は、割込みイベント毎のタイマを持ち、各タイマにより
計測される時間を割込みイベント毎の経過時間としてもよい。
【００７７】
　図９は、第４実施形態におけるイベント管理テーブル２２の例を示す図である。図９に
示されるように、第４実施形態におけるイベント管理テーブル２２は、図３に示される第
１実施形態の構成に加えて、報知日時フィールドを更に含む。イベント管理テーブル２２
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を用いる場合、イベント管理部１６は、報知部に報知を行わせた日時を、報知された割込
みイベントに対応するレコードの報知日時フィールドに保持する。また、或る割込みイベ
ントに関し２回目以降の報知が行われた場合、イベント管理部１６は、その割込みイベン
トの直近の報知時間を、上記報知日時フィールドに上書きする。
【００７８】
　報知制御部２０は、所定移動状況検出タイミングにおいて、第１実施形態と同様に、複
数の報知候補を特定した後、イベント管理部１６により管理される前回の報知からの経過
時間が所定時間を超えていない割込みイベントをその報知候補から除外する。この所定時
間は、第３実施形態において説明したとおりである。但し、第４実施形態では、報知制御
部２０は、上記所定時間を、各割込みイベントの報知回数に応じて動的に決定するように
してもよい。例えば、報知制御部２０は、報知回数の増加に伴い長くなるように、当該所
定時間を決定するようにしてもよい。
【００７９】
　割込みイベント検出タイミングでは、報知対象となる割込みイベントは、未だ報知され
ておらず、経過時間も計測されていない。よって、報知制御部２０は、割込みイベント検
出タイミングでは、経過時間に関する判定を行わない。但し、報知制御部２０は、割込み
イベント検出タイミングにおいて、全ての割込みイベントの中で、直近に報知された割込
みイベントの経過時間が所定時間を超えるか否かを判定するようにしてもよい。割込みイ
ベント検出タイミングでも経過時間に関する判定を行う場合、割込みイベント検出タイミ
ングで利用される所定時間は、所定移動状況検出タイミングで利用される所定時間よりも
短い時間間隔に設定されることが望ましい。
【００８０】
　〔動作例〕
　以下、第４実施形態における報知制御方法について、図７及び図１０を用いて説明する
。図１０は、所定移動状況検出タイミングでの、第４実施形態のコンピュータ１の動作例
を示すフローチャートである。以下の説明では、コンピュータ１が各工程の実行主体とな
るが、第４実施形態における報知制御方法では、コンピュータ１に含まれる上述の各処理
部や少なくとも１台の他のコンピュータが実行主体となってもよい。
【００８１】
　第４実施形態では、割込みイベント検出タイミングにおいて、コンピュータ１は、図７
に示される第３実施形態と同様の各工程を実行する。この場合、（Ｓ７１）では、コンピ
ュータ１は、全ての割込みイベントの中で、直近に報知された割込みイベントの経過時間
が所定時間を超えるか否かを判定する。
【００８２】
　図１０では、図８により示される第３実施形態の方法と同じ内容の工程については、図
８と同じ符号が付されている。即ち、第４実施形態では、所定移動状況検出タイミングに
おいて、コンピュータ１は、第３実施形態における（Ｓ８１）に代えて、（Ｓ１０１）を
実行する。（Ｓ１０１）では、コンピュータ１は、（Ｓ５３）で特定された報知候補から
、経過時間が所定時間を超えていない割込みイベントを除外する。
【００８３】
　図７及び図１０に示される例では、経過時間に関する判定が、割込みイベント検出タイ
ミングと所定移動状況検出タイミングとの両方で実行されたが、所定移動状況検出タイミ
ングのみで実行されてもよい。また、コンピュータ１は、経過時間に関する判定で用いら
れる上記所定時間を、割込みイベントの報知回数の増加に応じて長くなるように、動的に
決定するようにしてもよい。
【００８４】
　〔第４実施形態における作用及び効果〕
　上述のように、第４実施形態では、報知された割込みイベント毎に、前回の報知からの
経過時間が計測され、所定移動状況検出タイミングにおいて、特定された報知候補の中か
ら、この経過時間が所定時間を超えていない割込みイベントが除外される。例え、前回の
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報知タイミングから今回の報知タイミングまでの間隔が短いとしても、前回の報知で無視
された割込みイベントではない他の割込みイベントについては、ユーザにとって重要度が
高い可能性がある。第４実施形態によれば、上述のように割込みイベント毎に報知からの
経過時間が管理されるため、報知によりユーザが煩わしいと感じることを防ぐことが出来
ると共に、重要度の高い割込みイベントについては即座にユーザに報知することができる
。
【００８５】
　なお、上述の説明で用いた複数のフローチャートでは、複数の工程（処理）が順番に記
載されているが、各工程の実行順序は、その記載の順番に制限されない。図示される各工
程の順番は内容的に支障のない範囲で変更され得る。また、上述の各実施形態は、内容が
相反しない範囲で組み合わせることができる。
【００８６】
　上記の各実施形態の一部又は全部は、以下の付記のようにも特定され得る。但し、各実
施形態が以下の記載に限定されるものではない。
【００８７】
　（付記１）
　報知対象となる割込みイベントの発生を検出するイベント検出部と、
　前記イベント検出部により検出された割込みイベントの報知に対する操作を検出する操
作検出部と、
　前記イベント検出部により検出された各割込みイベントについて、報知回数及び報知に
対する操作状況をそれぞれ管理するイベント管理部と、
　自情報処理装置の移動状況を検出する状況検出部と、
　前記状況検出部により検出される移動状況が所定移動状況を示す際に、前記イベント管
理部で管理される前記操作状況が未操作を示す割込みイベントを、前記報知回数の増加に
伴い減少する報知量で報知部に報知させる報知制御部と、
　を備える情報処理装置。
【００８８】
　（付記２）
　コンピュータにより実行される報知制御方法において、
　報知対象となる割込みイベントの発生を検出し、
　前記検出された各割込みイベントについて、報知状況及び報知に対する操作状況をそれ
ぞれ管理し、
　自コンピュータの移動状況を検出し、
　前記検出された移動状況が所定移動状況を示す際に、前記操作状況が未操作を示す割込
みイベントを、前記報知回数の増加に伴い減少する報知量で報知する、
　ことを含む報知制御方法。
【００８９】
　（付記３）
　報知対象となる割込みイベントの発生を検出するイベント検出部と、
　前記イベント検出部により検出された割込みイベントの報知に対する操作を検出する操
作検出部と、
　前記イベント検出部により検出された各割込みイベントについて、報知に対する操作状
況をそれぞれ管理するイベント管理部と、
　前回の報知からの経過時間が所定時間を超えるか否かを判定し、該判定結果に応じて、
前記イベント管理部で管理される前記操作状況が未操作を示す割込みイベントを報知部に
報知させるか否かを決定する報知制御部と、
　を備える情報処理装置。
【００９０】
　（付記４）
　コンピュータにより実行される報知制御方法において、
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　報知対象となる割込みイベントの発生を検出し、
　前記検出された各割込みイベントについて、報知に対する操作状況をそれぞれ管理し、
　前回の報知からの経過時間が所定時間を超えるか否かを判定し、
　前記判定結果に応じて、前記操作状況が未操作を示す割込みイベントを報知するか否か
を決定する、
　ことを含む報知制御方法。
【００９１】
　（付記５）
　報知対象となる割込みイベントの発生を検出するイベント検出部と、
　前記イベント検出部により検出された割込みイベントの報知に対する操作を検出する操
作検出部と、
　前記イベント検出部により検出された各割込みイベントについて、報知に対する操作状
況、及び、前回の報知からの経過時間をそれぞれ管理するイベント管理部と、
　自情報処理装置の移動状況を検出する状況検出部と、
　前記状況検出部により検出される移動状況が所定移動状況を示す際に、前記イベント管
理部で管理される前記操作状況が未操作を示す割込みイベントの中から、前記経過時間が
所定時間を超えていない割込みイベントを除外した残りを報知候補として特定し、該特定
された報知候補から抽出される割込みイベントを報知部に報知させる報知制御部と、
　を備える情報処理装置。
【００９２】
　（付記６）
　コンピュータにより実行される報知制御方法において、
　報知対象となる割込みイベントの発生を検出し、
　前記検出された各割込みイベントについて、報知に対する操作状況、及び、前回の報知
からの経過時間をそれぞれ管理し、
　自情報処理装置の移動状況を検出し、
　前記検出された移動状況が所定移動状況を示す際に、前記操作状況が未操作を示す割込
みイベントの中から、前記経過時間が所定時間を超えていない割込みイベントを除外した
残りを報知候補として特定し、該特定された報知候補から抽出される割込みイベントを報
知する、
　ことを含む報知制御方法。
【００９３】
　（付記７）
　付記２、４及び６のいずれか１つに記載の報知制御方法をコンピュータに実行させるプ
ログラム。
【符号の説明】
【００９４】
　１　情報処理装置（コンピュータ）
　２　ＣＰＵ
　３　メモリ
　４　表示ユニット
　５　タッチセンサ
　６　通信ユニット
　７　振動発生ユニット
　８　マイクロフォンユニット
　９　スピーカユニット
　１０　移動状況センサ
　１２　イベント検出部
　１４　操作検出部
　１６　イベント管理部
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　１８　状況検出部
　２０　報知制御部
　２２　イベント管理テーブル

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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